
事 業 概 況 （平成 31年 1月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成31年 1月末現在における保険給付支払総額は6,206億円で、前年同期に比べ

て1.5％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,929億円で47.2％と最も大きく、次いで療養補償給

付が2,069億円で33.3％を占めている。以下、休業補償給付が13.1％、障害補償一時金が4.0％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が8.2％増、療養補償給付が5.8％増、

休業補償給付が3.7％増、遺族補償一時金が0.9％増、葬祭料が0.4％増となっているのに対し、年金等給付が1.7％減、

障害補償一時金が1.3％減、介護補償給付が1.0％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 611,721,667 100.0 0.2 620,614,856 100.0 1.5

療 養 補 償 給 付 195,618,136 32.0 3.1 206,946,503 33.3 5.8

休 業 補 償 給 付 78,531,627 12.8 1.0 △    81,415,198 13.1 3.7

障 害 補 償 一 時 金 24,998,979 4.1 0.4 △    24,679,476 4.0 1.3 △    

遺 族 補 償 一 時 金 6,423,421 1.1 12.8 6,479,939 1.0 0.9

葬 祭 料 1,721,165 0.3 1.2 1,728,075 0.3 0.4

介 護 補 償 給 付 5,477,596 0.9 1.1 △    5,421,390 0.9 1.0 △    

年 金 等 給 付 297,986,090 48.7 1.5 △    292,900,719 47.2 1.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 964,652 0.2 5.5 1,043,555 0.2 8.2

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,877億円で30.2％、「建設事業」が1,761億円で28.4％、

「製造業」が1,501億円で24.2％となっている。以下、「運輸業」が10.8％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が1.7％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が5.2％増、「運輸業」が3.4％増、「船舶所有

者の事業」が1.9％増、「製造業」が0.1％増となっているのに対し、「鉱業」が6.9％減、「林業」が4.3％減、「電気、ガ

ス、水道又は熱供給の事業」が0.8％減、「建設事業」が0.4％減、「漁業」が0.1％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 611,721,667 100.0 0.2 620,614,856 100.0 1.5

林 業 11,157,519 1.8 5.8 △    10,675,295 1.7 4.3 △    

漁 業 1,905,847 0.3 10.5 △   1,904,329 0.3 0.1 △    

鉱 業 24,493,222 4.0 4.4 △    22,800,458 3.7 6.9 △    

建 設 事 業 176,804,071 28.9 0.7 △    176,121,545 28.4 0.4 △    

製 造 業 149,901,214 24.5 0.4 △    150,089,133 24.2 0.1

運 輸 業 64,877,771 10.6 0.3 67,087,331 10.8 3.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,560,851 0.3 8.9 1,548,150 0.2 0.8 △    

そ の 他 の 事 業 178,379,086 29.2 2.9 187,697,360 30.2 5.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,642,086 0.4 1.6 2,691,254 0.4 1.9
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成29年度　30年1月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,590億円で54.3％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,104億円で37.7％、傷病補償年金が234億円で8.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が969億円で33.1％、「製造業」が835億円で28.5％、「そ

の他の事業」が574億円で19.6％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が5.3％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成30年度　31年1月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 110,431,273 159,028,546 23,440,899 292,900,719 100.0

林 業 1,565,357 3,611,678 279,035 5,456,070 1.9

漁 業 289,782 930,878 62,839 1,283,499 0.4

鉱 業 1,413,614 10,960,719 3,127,694 15,502,026 5.3

建 設 事 業 30,743,067 57,568,109 8,592,011 96,903,187 33.1

製 造 業 41,101,491 37,966,031 4,437,718 83,505,240 28.5

運 輸 業 11,640,331 17,889,478 1,920,318 31,450,128 10.7

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
189,297 572,415 69,324 831,036 0.3

そ の 他 の 事 業 23,309,797 29,157,847 4,921,386 57,389,030 19.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 178,537 371,391 30,573 580,501 0.2

構 成 比 37.7% 54.3% 8.0% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

 

 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成31年 1月末現在における保険料徴収決定済額は8,582億円で、前年同期に比

べて1.4％減となっている。保険料収納済額は6,347億円で、前年同期に比べて0.8％減となっている。また、収納率につ

いてみると74.0％となっており、前年同期に比べて0.5ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,065億円で47.4％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,900 億円で 22.1％、「製造業」が 1,612 億円で 18.8％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

　業　種 30年1月末 31年1月末 30年1月末 31年1月末 30年1月末 31年1月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 870,781,653 858,235,363 100.0 1.4 △   640,100,843 634,668,800 100.0 0.8 △   73.5 74.0

林 業 5,345,900 5,437,655 0.6 1.7 4,032,370 4,117,401 0.6 2.1 75.4 75.7

漁 業 1,982,702 1,948,790 0.2 1.7 △   1,412,888 1,413,782 0.2 0.1 71.3 72.5

鉱 業 2,816,396 2,737,363 0.3 2.8 △   1,892,904 1,864,484 0.3 1.5 △   67.2 68.1

建 設 事 業 197,655,079 189,999,253 22.1 3.9 △   147,335,317 141,963,223 22.4 3.6 △   74.5 74.7

製 造 業 161,887,066 161,187,858 18.8 0.4 △   115,440,951 116,242,242 18.3 0.7 71.3 72.1

運 輸 業 74,071,854 74,493,093 8.7 0.6 51,399,928 52,185,074 8.2 1.5 69.4 70.1

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,345,909 2,249,134 0.3 4.1 △   1,648,048 1,564,553 0.2 5.1 △   70.3 69.6

そ の 他 の 事 業 410,686,184 406,546,903 47.4 1.0 △   306,853,527 305,410,025 48.1 0.5 △   74.7 75.1

船舶所有者の 事業 13,990,563 13,635,316 1.6 2.5 △   10,084,910 9,908,016 1.6 1.8 △   72.1 72.7

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


